
１．はじめに

　本稿の目的は、地域間の人口移動がもたらす経
済力移動を生涯余剰という視点から推計すること
である。ただし、後に示すように、検討すべき課
題も残されており、その意味で本稿は試論的推計
と見なされるべきである１）。

　そもそも人口は経済にとって基本的に重要な要
素であり、その増減は、政策的に直接にコント
ロールできるものでも、また、厳しくコントロー
ルすべきものでもないが、その盛衰は経済の動向
を基本的に左右するものである。とりわけ、地域
経済にとっては、人口増減の中でも人口移動（人
口社会動態、転出入）は特別に大きな意義を有す
る２）。　第１の意義は、人口移動は「住み良さ」に
ついての人々の判断の結果を最も厳格かつ客観的
に表すとみることができる点にある。居住地選択
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【要　旨】
　本稿の目的は、地域間の人口移動がもたらす経済力移動を生涯余剰という視点から推計することであ
る。すなわち、都道府県を単位として、平成７～１２年における地域間人口移動が地域の余剰（所得－消費）、
過去余剰、将来余剰、生涯余剰へ与える効果について、その推計方法と資料を説明し、それに基づく推
計結果を示す。ただし、検討すべき課題も残されており、その意味で本稿は試論的推計と見なされるべ
きである。
　ここで、生涯余剰とは、人の生涯を通じての余剰である。平均的な人について、各年齢における所得
と消費の差（所得－消費）をその年齢における余剰とし、出生からその年齢より前の余剰の合計を過去
余剰、その年齢以後死亡までの余剰の合計を将来余剰として、過去余剰と将来余剰の合計が生涯余剰で
ある。ただし、将来余剰は利子率（割引率）で割り引いて、また、過去余剰は利子率で増幅させて、そ
れぞれ現在価値に換算されている。また、過去余剰については、既に過去のこととして確定しているの
で、利子率で増幅させた（現在価値に換算した）余剰の合計であるが、将来余剰については、その後の
生存は確定していないので、利子率で割り引いた各年齢の余剰をさらに生存率で割り引いて、その合計
として把握する。余剰は、当然のことであるが、プラスのこともあればマイナスのこともある。
　推計の結果、１人当たり余剰は年齢・性別・地域によって大きく異なり、また、地域間人口移動は、
年齢別・性別にみると地域間の違いが大きい。したがって、地域間人口移動は、地域の諸余剰に対して
地域間に正負様々に大きく異なる効果を与えることが分かる。
キーワード：地域間人口移動、経済力移動、余剰、過去余剰、将来余剰、生涯余剰
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の自由な社会では、人々は「住みよい地域」を選
択すると考えるのが自然であり、その選択の結果
は何よりも自分自身に直接に降りかかってくるも
のであり、選択の結果責任から逃れることはでき
ない。したがって、人口移動は、アンケート調査
などと違って、責任を伴う選択の結果であると考
えられるので、その意味で、厳格かつ客観性を備
えていると考えられる。第２の意義は、人口移動
は地域経済に極めて大きな影響を与えると考えら
れる点にある。本稿のねらいは、いわば、この第２
の意義を数量的に示すことであるといってもいい３）。
このような本稿のテーマ、すなわち地域間人口移
動の地域への効果の分析は、地方分権、市町村合
併・道州制、国土形成計画など現在日本が直面し
ている地域再編の課題において、とくに地域間財
政調整において、重要な意義を有すると思われる
が、この点については本稿ではこれ以上言及せず、
続稿において取り上げたい４）。

２．推計方法・資料

　以下で推計するのは、「地域間人口移動の、地域
の生涯余剰への効果」である。ここで、「余剰」な
どの用語および推計方法の概略について、厳密に
は後に定義および説明するが、おおよその考え方
を示しておくのが有益であろう。なお、年表記は、
主たる資料である国勢調査報告にならって、原則
として元号表記とするが、出典を示すときなどは
できるだけ出典の表記を尊重することとした。
　まず、生涯余剰とは、人の生涯を通じての余剰
である。平均的な人について、各年齢における所
得と消費の差（所得－消費）をその年齢における
余剰とし、出生からその年齢より前の余剰の合計

を過去余剰、その年齢以後死亡までの余剰の合計
を将来余剰として、過去余剰と将来余剰の合計が
生涯余剰である。ただし、将来余剰は利子率（割
引率）で割り引いて、また、過去余剰は利子率で
増幅させて、それぞれ現在価値に換算されている。
また、過去余剰については、既に過去のこととし
て確定しているので、利子率で増幅させた（現在
価値に換算した）余剰の合計であるが、将来余剰
については、その後の生存は確定していないので、
利子率で割り引いた各年齢の余剰をさらに生存率
で割り引いて、その合計として把握する。余剰は、
当然のことであるが、プラスのこともあればマイ
ナスのこともある。
　次に、推計の手順の概略は次の通りである。ま
ずこの生涯余剰を、男女別・年齢階級別・地域
（都道府県）別に推計し、それに、別に推計した男
女別・年齢階級別・地域別の人口純転入数（転入
－転出）を乗じて男女別・年齢階級別・地域別の
生涯余剰を求め、その年齢計・男女計を各地域の
生涯余剰とする。このようにして求められた各地
域の生涯余剰が、「地域間人口移動の、地域の生涯
余剰への効果」である。
　推計は次のような順序で行う。
　（１）推計対象の設定
　（２）人口移動の推計
　（３）所得・消費の推計
　（４）生涯余剰の推計

１　推計対象の設定
　まず、推計対象を設定する。本稿では、地域は
都道府県を単位とし、都道府県間の人口移動を対
象とする。国際的な人口移動は対象としないので、
都道府県間人口純移動の全国合計は０である。
　推計期間は、後にみるように、採用する国勢調
査資料が平成７～１２年であるので、これと同期間
とする。
　年齢階級は、推計期間と同様に、採用する国勢
調査資料が年齢５歳階級別であるので、５歳階級
とする。
　所得には男女間・年齢間の差が大きいので、所
得も消費もまずは男女別・年齢別に求めて、最後
の段階で年齢を合計して年齢計（男女別）を求め、
さらに男・女を合計して男女計を求めることに
よって、地域の値を求める。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）本稿では、生涯余剰という視点から地域間人口移動
の地域への効果を推計するが、これを発展させて他の
視点からの推計も可能であり、それについては、本稿
でも後に若干言及する。
４）これについては、次の拙稿の終わりの部分において、
その基本的な考え方を示した。「大学・短大就学に伴
う地域間人口移動と所得移転」広島大学地域経済シス
テム研究センター『地域経済研究』第１９号、３－２４頁、
２００８年３月。なお、地域間財政調整においては、経済
力の「移動」と「移転」（移動のうち、直接の反対給
付を伴わないもの）の区別が重要となるが、本稿では
この問題は扱わない。



　資料については、以下の推計に際して、その都
度、利用資料を示す。

２　人口移動の推計
　人口移動について求めるべき結果は、「平成７～
１２年における都道府県別・男女別・年齢５歳階級
別の都道府県間人口純転入数」である。これは、
①５歳以上人口と②５歳未満人口とに分けて求め
る。なお、本稿では、人口移動を年齢別に把握す
ることが決定的に重要であるが、総務省「住民基
本台帳人口移動報告」では年齢別データは把握で
きないので、それを把握できる国勢調査報告を用
いる。

　①５歳以上の人口移動について
　まず、資料１より、都道府県別・男女別・年齢
５歳階級別・平成７～１２年における「他県からの
転入人口数」を求める。次に、資料２より、都道
府県別・男女別・年齢５歳階級別・平成７～１２年
における「他県への転出人口数」を求める。これ
より、（転入―転出）として純転入数を求める。
　ただし、資料１・資料２は、「５年前の」常住
地・常住都道府県を扱うので、年齢０～４歳は、
まだ出生していないため、資料に含まれない。年
齢０～４歳については、以下に示す方法で別に推
計する。

　資料１：総務省「平成１２年国勢調査、現住都道
府県による５年前の常住地，年齢（５歳階級），男
女別５歳以上人口（転入）―都道府県」
　資料２：総務省「平成１２年国勢調査、５年前の
常住都道府県による現住地，年齢（５歳階級），男
女別５歳以上人口（転出）―都道府県」

　②５歳未満の人口移動について
　さて、「平成１２年国勢調査時に年齢０～４歳の人
口の、平成７～１２年における都道府県間人口純転
入数」の推計方法は、一般的には、次のように表
すことができる。
　平成１２年国勢調査時における i歳純転入数
　＝「平成１２年国勢調査における i歳の人口」－
　　「平成１２年国勢調査時に i歳の推定封鎖人口」
　すなわち、i歳人口については、「平成１２年国勢
調査における i歳の人口」から「平成１２年国勢調

査時に i歳の推定封鎖人口」を差し引いて、それ
を「平成７～１２年における（平成１２年国勢調査時
に i歳である）人口純転入数」とみなす。
　ここで、「平成１２年国勢調査における i歳の人
口」は、国勢調査そのものの人口数である。問題
は「平成１２年国勢調査時に i歳の推定封鎖人口 Li」
であるが、これは次のようにして求める。
　まず、記号を次のように定義する。
Li ≡平成１２年国勢調査時に i歳の人の推定封

鎖人口＝ Bi× b i
Bi ≡平成 （１１－ i） 年１０月１日～平成 （１２－ i） 

年９月３０日の出生数
　 ＝ H１１－ i×（３／１２） ＋ H１２－ i×（９／１２）
Hi≡平成 i年出生数（資料３より求める）
bi ≡ Biの平成１２年国勢調査時現在生存率
　 ＝ li－（li－ li ＋１） ×（１／２）
li ≡出生時を１とするときの i歳の生存率
（資料４より求める）

　この意味は次の通りである。たとえば、i＝４
（４歳）については、平成１２年国勢調査時の推定封
鎖人口は、平成７年１０月１日～平成８年９月３０日
までの出生数に、その人の平成１２年国勢調査時現
在生存率を乗じて求める。ただし、その出生数は、
平成７年の年間出生数の３ヶ月分と、平成８年の
年間出生数の９ヶ月分の合計である。また、その
生存率は、平成７年１０月１日～平成８年９月３０日
までの出生者の平成１２年国勢調査時までの平均生
存年数を４．５年と見なして、４歳の生存率と５歳の
生存率の中点をその生存率とする。
　以上のようにして求めた推計値 Liについて、全
国計が０となるように各都道府県の推計値を比例
的に変更して、最終的に「平成１２年国勢調査時に
年齢０～４歳の人口の、平成７～１２年における都
道府県間人口純転入数」を求めた。
　以上より、０歳以上の全年齢について、「平成７
～１２年における都道府県別・男女別・年齢５歳階
級別の都道府県間人口純転入数」を求めることが
できる。

　資料３：出生数：厚生労働省「人口動態調査、
中巻」総覧、第１表人口動態総覧、都道府県（１３
大都市再掲）別」平成７～１２年
　資料４：生存率：厚生労働省「平成７年都道府
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県別生命表」

３　所得・消費の推計
　ここで推計すべき結果は、１人当たり生涯余剰
（所得－消費）を求めるための、「平成７～１２年の
年平均・都道府県別・男女別・年齢５歳階級別の
１人当たり所得および消費」である。これは多大
な労力を要することであり、筆者もこつこつと資
料を集めて推計に推計を重ねていたが、ちょうど
その折、小川直宏日本大学人口研究所長・教授の
「国民移転勘定（NTA）に基づく少子高齢化分析」
（日本経済学会２００８年度秋季大会、近畿大学、
２００８年９月１４日）を拝聴する機会を得て、これを
利用させていただきたいと考え、小川教授に資料
を依頼した５）。以下ではこの資料（「NTAデータ」
という）を援用する。
　「NTAデータ」は、平成１６年（２００４年）年齢別
全国平均１人当たり労働所得・消費であるので、
これより、以下のようにして、平成７～１２年平
均・都道府県別・男女別・年齢５歳階級別の所得
と消費を求める。
　＜最初に、所得について＞　所得については、
「NTAデータ」労働所得の全国データについて、

最初に①「NTAデータ」を５歳階級別にして、次
に②男女別にし、③平成７～１２年データにして、
それから、この全国の平成７～１２年平均・男女
別・年齢５歳階級別データより④都道府県別デー
タを求め、最後に⑤この労働所得を国民所得に変
換する。この①～⑤は必ずしもこの順序でなくて
もよいが、以下では、この順に説明する。

　①まず、「NTAデータ」より、年齢５歳階級別
データを求める。

　これは、「NTAデータ」を０～４歳、５～９歳、
…というように５歳階級ごとに区切って、その平
均として求める。

　②次に、男女別データを求める。
　「NTAデータ」は男女計のデータであるので、
これより「賃金センサス」データを用いて、男女
別データを求める。ここでは、６４歳以前と、６５歳
以後とでは求め方に若干の違いがある。なお、１５
歳未満の所得は０とする。
　＜６４歳までの男女別労働所得の求め方＞　資料
５を用いて、６４歳までについて、平成１６年全国・
年齢５歳階級別・男女別・産業計（民・公営計）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）小川教授にはご多忙の折、資料をお送りいただきま
した。記して謝意を表します。もとより、本稿の責任
は筆者一人に帰するものである。小川教授の研究は、
国民移転勘定（NTA）と呼ばれる新しいアプローチで、
日本を含む世界２５カ国・地域が参加するグローバルプ
ロジェクトの一環であり、したがって、「……NTA全
体のプロジェクトでは各国の統計局との合意で数値
データの一般公開はまだ大分先のことになります。現
時点では、近畿大学で使用したグラフまでの使用は
OKとなっていますので、そのグラフを添付いたしま
す。」ということであった。そこで、グラフより、年
齢別の一人当たり平均労働所得、平均消費を読み取り、
それより、年齢５歳階級別に平均を求めた。数値デー
タの一般公開はまだ大分先とのことであるので、やむ
なくこのようにした。グラフからの数値読み取りは慎
重の上にも慎重を期して行ったが、あり得べき誤りの
責任は筆者にある。ただ、万一グラフからの数値読み
取りに誤差があったとしても、本稿の推計においては、
このほかに種々の仮定を設けて推計を行っているので、
その誤差が最終結果に与える影響は極めて小さいと考
えられる。また、同研究については、教授自身によっ
て、日本経済新聞（２００８年１０月２７日「経済教室」）で
も紹介されている（次の図０に示す）。

図０



の「年間給与」を求める。ここに「年間給与」は
「きまって支給する現金給与額×１２＋年間賞与その
他特別給与額」である。このようにして求めた５
歳階級ごとの「年間給与」の（男又は女／男女計）
比率を、「NTAデータ」（これは男女計である）に
乗じて、男女別データを求める。
　＜６５歳以上８９歳までの男女別労働所得の求め方＞　
６５歳以降については資料５では求め得ないので、
資料５を用いて求めた上記の男女別６０－６４歳デー
タを起点として、それ以後を「NTAデータ」の男
女計６０－６４歳以降のデータと同じ率で変化（減
少）させて、６５歳以上の男女別５歳階級別データ
を求める。

　③平成７～１２年平均データを求める。
　上記①②によって求めた全国の男女別・年齢５
歳階級別データに、資料６より求める平成７～１２
年 GDPデフレーター比率の平均（１．０８５８）を乗
じて、全国の平成７～１２年平均・男女別・年齢５
歳階級別労働所得データを求める。この際、GDP
デフレーター比率とは、平成７～１２年 GDPデフ
レーターを平成１６年 GDPデフレーターで除した
値である。消費や労働所得のデフレーターとして
は GDPデフレーターではなく、民間最終消費支
出や国民総所得の方が適切であるが、後に労働所
得を国民所得に変換すること、国民総所得と GDP
とではデフレーターにほとんど違いがないこと、
さらにデータ入手の容易さを考えて、GDPデフ
レーターを採用する。なお、資料６は平成１２年基
準価格であるが、これは「NTAデータ」も２０００年
（平成１２年）基準価格であるので、両者は一致して
いる。

　④都道府県別データを求める。
　上記の③で求めたデータに、資料７より求める
１人当たり県民所得格差（全国の１人当たり所得
を１とするときの各都道府県の１人当たり県民所
得）を乗じて、都道府県別の平成７～１２年平均・
男女別・年齢５歳階級別・労働所得を求める。

　⑤１人当たり所得を求める。
　上記④で求めた労働所得を、資料８より求める
「雇用者報酬／国民所得（市場価格表示）」比率で除
して、１人当たり所得を求める。その際、資料８

より、平成８～１２年の「雇用者報酬／国民所得（市
場価格表示）」比率を求め、その平均値（０．６６２７）
を採用した。

　＜次に、消費について＞　消費については、男
女の違いを想定しない。したがって、「NTAデー
タ」（男女計）に対して、上記の所得の推計プロセ
スのうち、②の男女別を除いて、同様の推計を行
う。

　以上より、「平成７～１２年の年平均・都道府県
別・男女別・年齢５歳階級別の１人当たり所得お
よび消費」を求めることができる。

　資料５：厚生労働省「平成１６年賃金構造基本統
計調査（賃金センサス）」（第１表　年齢階級別き
まって支給する現金給与額、所定内給与額及び年
間賞与その他特別給与額）
　資料６：デフレーター：内閣府「平成１６年度国
民経済計算　（平成１２年基準・９３SNA）」第１部フ
ロー編、４．主要系列表（１）国内総生産（支出側）
＜固定基準年方式＞デフレーター；固定基準年方
式　（平成１２暦年基準）
　資料７：１人当たり県民所得：内閣府「平成１７
年度県民経済計算（９３SNA、平成１２年基準）」（総
括表９．１人当たり県民所得）
　資料８：「雇用者報酬／国民所得（市場価格表
示）」比率：内閣府「平成１６年度国民経済計算　
（平成１２年基準・９３SNA）」第１部フロー編　４．
主要系列表（２）国民所得・国民可処分所得の分配、
名目；暦年

４　生涯余剰の推計
　ここで推計すべきは、「平成７～１２年における都
道府県間人口移動に伴う都道府県別生涯余剰」で
ある。これは、上記の（２）と（３）の結果を援
用して、次ようにして求められる。
　①余剰
　②利子率で補正した余剰
　③過去余剰
　④生存率で補正した余剰
　⑤将来余剰
　⑥生涯余剰
　⑦都道府県別生涯余剰
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　以下では、これを順次説明するが、基本的な考
え方は次の通りである。（上述の点と重複する箇所
もあるが、重要であるので再説する。）出生からそ
の年齢より前の余剰の合計を過去余剰、その年齢
以後死亡までの余剰の合計を将来余剰として、過
去余剰と将来余剰の合計が生涯余剰である。ただ
し、将来余剰は利子率（割引率）で割り引いて、
また、過去余剰は利子率で増幅させて、それぞれ
現在価値に換算される。また、過去余剰について
は、既に過去のこととして確定しているので、利
子率で増幅させた（現在価値に換算した）余剰の
合計であるが、将来余剰については、その後の生
存は確定していないので、各年齢階級の利子率で
割り引いた余剰をさらに生存率で割り引いて、そ
の合計として把握する。この場合、「生存率で割り
引く」とは、ある年齢において、その後の各年齢
の余剰に、その年齢からの生存確率（生存率）（こ
れは当然１より小さい）を乗じることである。

　①余　剰
　さて、最初に余剰を求めることから説明する。
上記の（３）で求めた「平成７～１２年の年平均・
都道府県別・男女別・年齢５歳階級別の１人当た
り所得および消費」より、所得と消費の差として、
（平成７～１２年の年平均・都道府県別・男女別・年
齢５歳階級別の１人当たり）「余剰」を求める。す
なわち、
　　余剰＝所得－消費。

　②利子率で補正した余剰
　次に、利子率で補正した余剰（余剰の現在価値）
を求める。この際、利子率（割引率）は単純化の
ために、各年共通の一定値であるとする。ここで、
t歳とは、本文の t年齢階層に相当する。

s（t，k）≡t歳の人のk年後すなわち（t＋k）
歳における余剰（１人当たり）
s*（t，k）≡ t歳の人の k年後すなわち（t＋
k）歳における余剰s（t，k）の（t歳における）
現在価値（１人当たり）
r ≡１＋実質利子率（年利、小数表示）

とすれば、利子率で補正した余剰 s*（t，k）は次の
ように表すことができる。

s*（t，k） ＝ s（t，k）／ rk

ここで、k＝１，２，…は１年後、２年後、…

を意味し、死亡まで続く。逆に、k＝－１，
－２，…は、１年前、２年前、…を意味し、
０歳になるまで続く。

　その際、現在価値に換算するために用いる実質
利子率は次のようにして求める。資料９より１９７５
年～２００７年について基準割引率（従来の「公定歩
合」に相当する）を求め、また、資料１０より同期
間について消費者物価指数変化率を求め、これよ
り次式によって各年の実質利子率を求め、その年
平均値（０．８１９５％）を実質利子率とする。

実質利子率＝基準割引率－消費者物価指数
（全国・総合）変化率

　資料９：利子率：日本銀行「データ系列情報表示、
基準割引率および基準貸付利率、BJ’MADR1Z@D」
（１９７５～２００７年）
　資料１０：物価変化率：総務省統計局「平成１７年
基準消費者物価指数」（品目別価格指数・全国・年
平均　・品目別価格指数・総合）（１９７５～２００７年）

　③過去余剰
　利子率で補正した余剰を用いて、過去余剰を求
める。ただし、上では、利子率で補正した余剰は、
sの右上に＊印が付けてあるが、以下では、この
＊印を省いて表示する。すなわち、以下で余剰は、
とくに断らない限り、利子率で補正した余剰を意
味する。
　最初に、過去余剰 q（t）を求めるために、記号
を定義する。
　q（t） ≡ t歳の人の過去余剰（１人当たり）

≡ t歳の人の出生から t歳に至る前までの
（利子率で補正した）余剰の合計（１人当た
り）
＝ s（０） ＋ s（１） ＋ s（２） ＋…＋ s（t －１）
ただし、s（t）≡ t歳の人の（t歳における）
（利子率で補正した）余剰（１人当たり）

s（t，k） ≡t歳の人のk年後すなわち（t＋k）歳
における（利子率で補正した）余剰（１人
当たり）

　　ただし、k＝０のときには、次のように表
記する。
s（t，０） ＝t歳の人の０年後すなわちt歳に
おける（利子率で補正した）余剰
　　　≡ s（t）
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そうすれば、（利子率で補正した）過去余剰は次の
ようにして求めることができる。
q（t） ≡ s（０） ＋ s（１） ＋ s（２） ＋…＋ s（t －１）
　 　＝ s（０，０） ＋ s（１，０） ＋ s（２，０）＋…＋ s（t －１，０）

　④生存率で補正した余剰
　次に、利子率で補正した余剰を、さらに生存率
で補正して、将来余剰を求める。この際、生存率
は年齢によって異なるので、利子率で補正する場
合のように単純ではない。そのため、記号を次の
ように定義する。（なお、上で断ったように、sの
右上に＊印が付けられていないけれども、ここで
も、余剰は、とくに断らない限り、利子率で補正
した余剰を意味する。）
　記号を次のように定義する。
l（t） ≡０歳の人の t年後すなわち t歳における
生存率（１人当たり）
m（t） ≡ t歳の人の１年後すなわち（t＋１）歳
における生存率（１人当たり）
s**（t，k） ≡ t歳の人の k年後すなわち（t ＋ k）
歳における（生存率で補正した）余剰（１人
当たり）

　そうすれば、
m（t） ＝ l（t＋１）／l（t）

であるので、（利子率および生存率で補正した）余
剰は次のように表される。

s ** （t，０） ＝ s（t，０） m（０）＝ s（t，０）｛l（t ＋０）／l（t）｝ 
＝ s（t，０） ＝ s（t）

s **（t，１）＝ s（t ＋１，０）m（t） ＝ s（t ＋１，０）｛l（t ＋
１）／l（t）｝＝ s（t ＋１）｛l（t ＋１） ／l（t）｝

s ** （t，２） ＝ s（t ＋２，０）m（t ＋１） m（t） ＝ s（t ＋２，０） 
｛l（t ＋２） ／l（t ＋１）｝｛l（t＋１） ／l（t）｝

＝ s（t ＋２，０）｛l（t ＋２） ／l（t）｝ ＝s（t ＋２）｛l（t ＋２） ／ 
l（t）｝

…
s **（t，k） ＝ s（t＋ k）｛l（t＋ k） ／l（t）｝

　その際、補正に用いる生存率 l（t）は、上記の資
料４と同じ資料である。

　⑤将来余剰
　次に，将来余剰は、過去余剰と違って、生存率
で補正する必要があるが、いま求めた利子率およ
び生存率で補正した余剰を用いて、利子率だけで
なく生存率で補正した将来余剰 r（t）を求める。そ

のため、記号を次のように定義する。
r（t） ≡t歳の人の（利子率および生存率で補正

した）将来余剰（１人当たり）
≡t歳の人のt歳から死亡までの（利子率
および生存率で補正した）余剰の合計
（１人当たり）
≡ s**（t，０） ＋ s**（t，１） ＋ s**（t，２） ＋…＋
s**（t，n）

ただし、n＝ t歳から死亡までの年数
　そうすれば、（利子率および生存率で補正した）
将来余剰 r（t）は次のように表すことができる。
r（t） ≡ s**（t，０） ＋ s**（t，１） ＋ s**（t，２） ＋…＋

s**（t，n）
＝s（t） ＋ s（t＋１）｛l（t＋１）／l（t）｝  ＋ s（t ＋２） 
｛l（t ＋２）／ l（t）｝ ＋…＋ s（t ＋ n）｛l（t ＋ n）／
l（t）｝

＝｛s（t）l（t） ＋ s（t ＋１）l（t ＋１）＋ s（t ＋２）l（t ＋ 
２）＋…＋ s（t ＋ n）l（t ＋ n）｝／l（t）

⑥生涯余剰
　いよいよ最終結果を求めるべき段階に近づいた。
上で求めた（利子率および生存率で補正した）余
剰（１人当たり）は年平均であるので、これを５
倍して、５年間の値とし、それに、（２）で求めた
「平成７～１２年における都道府県別・男女別・年齢
５歳階級別の都道府県間人口純転入数」を乗じて、
「平成７～１２年における都道府県別・男女別・年齢
５歳階級別の都道府県間人口移動に伴う（利子率
および生存率で補正した）余剰」を求める。
　いますぐ上で求めた余剰は、男女別・年齢５歳
階級別であるので、これより、まず男女別に年齢
計を求め、最後にその男女別より、男女計を求め
る。こうして、求めるべき結果「平成７～１２年に
おける都道府県間人口移動に伴う都道府県別（利
子率および生存率で補正した）生涯余剰」を得る。
なお、年齢計と男女計はどちらを先に行っても、
また同時に行っても，最終結果には違いはないが、
男女別の違いが大きいので、それが明確となるよ
うに、年齢計を先に行うのが妥当であろう。

３．推計結果

　以上の方法と資料に基づく推計結果は以下の通
りである。もとより、ここでは推計結果の一部の
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み示す。

１　男についての推計結果
（１－１）１人当たり余剰・過去余剰・将来余
剰・生涯余剰：男

　既に述べたように、男女による違いが大きいの
で、男女別々に推計し検討することが適当である。
　図１は、１人当たり余剰・過去余剰・将来余
剰・生涯余剰を、広島県について、示したもので
ある。上記の推計方法から分かるように、この図
は都道府県ごとに異なるが、パターンはほぼ同様
であるので、ここでは広島県のみ示す。
　１人当たり余剰は年齢によって大きく異なる。
はじめは所得はないが、消費（私的消費＋公的消
費）は行うので、余剰（所得－消費）はマイナス
である。２０歳頃から所得の方が消費を上回り、余
剰はプラスに転じ、４０代後半で最大となって、そ
の後徐々に減少し、６０歳になると、多くの人は定
年を迎えて所得が激減し、その後は、所得は傾向
的に減少するが、しかし、消費は（ここでは明示
していないが、とくに公的消費が増大し）増加傾
向となり、したがって余剰はマイナスで、絶対値
は大きくなる。
　この余剰は利子率で補正されていないので、こ
れを利子率で補正して、各年齢における過去余剰
を求めたものが図１に示されている。これは、あ
る年齢について、（利子率で補正した）余剰を出生
からその年齢に達する前まで、積分したものと考
えてよい。予想されるように、過去余剰は出生時
は０であるが、その後、年齢とともにマイナスで
次第に累積し、２０代後半で最低となって、その後
は所得が多くなるので、余剰も増加して、過去余
剰は次第に増大し（マイナスではあるが絶対値が
小さくなり）、ついに４０歳を過ぎるとプラスに転じ
る。つまり、４０歳程度で、それまでに得た累積所
得によって、出生からの累積消費を償うようにな
るといえる。それまでは、たとえ所得を得ていて
も、それまでに消費した額の合計に満たないわけ
である。４０歳を過ぎると、過去余剰はプラスを累
積して６０代でピークに達し、その後は減少に転じ、
最終的には８００万円程度（５年間）となる。
　これに対して、将来余剰は、ある年齢について、
利子率で補正した余剰をさらにその後の生存率で
補正して、その年齢以後死亡まで積分したものと

考えていい。出生時は、この場合プラスである。
それは、出生から死亡までの一生において得られ
る余剰の合計はプラスということであり、それは、
出生時においては将来余剰と生涯余剰が一致して
いることからも分かる。将来余剰は、はじめは年
齢とともに増大し、２０代後半で最大となり、その
後減少に転じ、遂に５０代でプラスからマイナスに
転じる。その後は、６０代まで減少を続け、７０代以
降はマイナスではあるが、その絶対値は小さくな
り、最終的にはマイナス５００万円弱となる。
　これによると、３０歳頃は、それ以後の所得累積
が大きいと期待されるので、将来余剰は大きい。
しかし、５０歳を過ぎると、まだしばらくは所得を
得ることができるが、やがては所得は激減して、
反対に消費は減少しないで（とくに公的消費は）
むしろ増大するので、将来余剰はマイナスとなる。
それも、７０歳を過ぎると、所得も依然として少な
くなるが、死亡までの年月が短くなるので、将来
余剰は、マイナスであるが、マイナスの程度は次
第に小さくなる。
　最後に、生涯余剰は、過去余剰と将来余剰の合
計であるので、それぞれの増減が打ち消し合って、
一生を通じて大きな変化はみられない。
　このことを援用すれば、次のように考えること
もできよう。たとえば、２０代前半の人は、過去余
剰は大きなマイナスで、将来余剰は大きなプラス
である。ということは、人口移動の点からみると、
それまで育ててもらった膨大な累積消費分と、そ
れまでに稼いだ幾分かの所得の累積分の差である
余剰は大きなマイナスである。すなわち、私的消
費として家族からも支援を受けたであろうが、教
育・医療・水道など公的消費として多大の支援を
受けたことであろう。したがって、これは、転出
元（この地域から別の地域へ転出する元の地域）
には、俗な表現でいえば、お世話になりっぱなし
で出て行くということを意味する。しかも、その
人は、その後の人生において、これからが稼ぎ時
であるので、多大な累積所得を得ることとなり、
将来余剰は多額となる。この将来余剰を、お世話
になった転出元に還元するメカニズムは、少なく
とも市場機能としては、存在しないのではないか。
私的に親に仕送りしたり、老後のお世話をすると
いうことはあろうが、それは市場メカニズムとは
言い難い。また、所得の一部を租税として転出元
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に支払う義務が制度化されているとも言い難い。
あるいは、地方交付税として還元されているとい
う見方もあり得るが、現在の制度は人口移動に伴
う補償としての交付税制度とは言い難い。
　また、次のように考えることも可能であろう。
もし、人口誘致政策をとるとすれば、２０～３０代の
若者は、将来余剰が多いので、誘致政策の効果が
（転入者のもたらす所得や購買力の点かみれば）大
きいといえよう。高卒・大卒時に就職先として転
入してくれば、大きなマイナスの過去余剰は転出
元においてきて、大きなプラスの将来余剰をもっ
て転入してくるということとなる。したがって、
その人が転入先に支払うであろう租税は多額とな
ろう。逆に、定年後の高齢者の誘致は、将来余剰
がマイナスであるので、何らかの補償なしには、
地域には負担になるのではないか６）。デュアル・
ハビテーション、あるいは、Ｉ・Ｊ・Ｕターン促
進など、人口誘致策を模索している自治体も多い
であろうが、将来展望をしっかり行う必要があろ
う。
　さらに、たとえば教育費について、次のように
考えることも可能かも知れない。地域間人口移動
についての上記のような推計結果によれば、２０歳
前後の転出者は多額の過去余剰を転出元に残し、
逆に転入先には将来余剰をもたらす。その地域間
プラス・マイナスを補償しあうメカニズムは現状
では十分とはいいがたいと思われるが、もしそう
であるならば、高校・大学までの教育費用を、た
とえば無償として、国全体で等しく負担するとい
うことも考えられるであろう。教育費の公的負担
については、種々の根拠でそれを主張することが
できようが、本稿との関連では、地域間人口移動
の地域へのプラス・ナマイナス効果を和らげる点
で、教育費の国全体での負担を根拠づけ得るかも
知れない。
　いずれにせよ、ある年齢における生涯余剰は、
その年齢における１人の人の（ある意味での）「経
済的価値」を表すとみることができるのではない
か。人口移動は、その価値の移動であり、それは、

転出元には過去余剰を残し、転入先には将来余剰
をもたらす。いうまでもなく、いずれの余剰も、
プラスのこともあれば、マイナスのこともある。
このように考えることは不自然であろうか。
　もとより、この推計結果を用いて、たとえば、
若者の人口誘致を歓迎し、高齢者のそれを歓迎し
ないという主張を展開することも可能であろうが、
しかしまた、将来余剰のプラス・マイナスは認め
た上で、なお、高齢者優遇政策を伴う誘致政策を
とることも可能である。この推計は、政策判断や
諸判断の資料として利用し得るけれども、判断の
結果は、価値基準に依存する事柄であり、本推計
はいずれの判断とも矛盾するものではない。本推
計は、ただ、上記のような一定の条件の下で余
剰・過去余剰・将来余剰などを推計したらどなる
か、その推計結果を示すに過ぎない。

（１－２）人口移動による余剰・過去余剰・将来
余剰・生涯余剰：男

　以上は、１人当たりであるが、これに人口純移
動数を乗じると、人口移動による余剰・過去余
剰・将来余剰・生涯余剰を求めることができる。
　図２は、広島県について示したものである。広
島県は、大都市圏でない地方がもつ人口移動パ
ターンを示している。すなわち、２０代前後で、お
そらくは進学・新規就職のために、転出が大きく、
その後、若干転入が上回るが、高齢化とともに、
再び転出が、わずかながら上回る。
　したがって、これに、図１の１人当たりを乗じ
ると、図２のように、２０歳頃は、過去余剰は大き
なプラス（マイナス×マイナスの結果としてプラ
ス）、逆に将来余剰はマイナスで、その合計である
生涯余剰もマイナスである。
　人口移動が都道府県によって大きく異なるので、
この図２は、都道府県ごとに大きく異なる。たと
えば、東京都は、図３のように、広島とは概ね逆
の様相を示し、大阪府は、図４のように、東京都
と似ているが、とくに２０代後半から死亡までずっ
と人口純流入がマイナスで、その程度も大きい。
　人口純転入とその結果としての余剰・過去余
剰・将来余剰・生涯余剰について、都道府県別に
年齢計を求め、大きい順に並べたのが、図５であ
る。図２・図３・図４に相当する図を各都道府県
についてみると、納得のいく結果を得るが、ここ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）本稿では明示していないが、６０歳以降は公的消費
（年金・医療・介護など）が増大するので、それが地
域の負担であるなら、地域の公的な負担は顕著に増大
するであろう。これについては、続稿で推計結果を示
す予定である。



では、その詳細は割愛する。

（１－３）人口純転入と余剰・過去余剰・将来余
剰・生涯余剰の関係：男

　人口純転入と余剰・過去余剰・将来余剰・生涯
余剰の関係を示したのが、図６・図７・図８・図
９である。いずれの図においても大阪府の純転入
のマイナスが際だって大きく、飛び離れた位置に
ある。純転入がプラスなら、過去余剰はマイナス
の傾向があり、逆に、将来余剰はプラスの傾向が
ある。これは、純転入がプラスの都道府県は２０歳
前後の世代の純転入が多いことのためである。と
いうのは、図１にみられるように、この世代は、
過去余剰は大きなマイナス、将来余剰は大きなプ
ラスであるからである。とくに注目すべきは、図
９である。純転入と生涯余剰とは右上がりで、ほ
ぼ直線的な関係がみられる。転入が多いほど、生
涯余剰は大きいといえる。その理由は、過去余剰
と将来余剰について今すぐ上で述べた理由と同じ
理由にもとづく。

２　女についての推計結果
（２－１）１人当たり余剰・過去余剰・将来余
剰・生涯余剰：女

　図１０は、広島県の女について示している。図１
の男に比べて、全体的に下方にシフトしている。
消費は男女に違いはないので、これは、男女の所
得格差に基づく。したがって、まず余剰が男に比
して下にシフトし、その結果、過去余剰・将来余
剰・生涯余剰もシフトする。生涯余剰は、男と対
照的に、女はすべての年齢においてマイナスであ
る。
　この点については、次のような推論が可能であ
るかも知れない。男の生涯余剰も、女のそれも、
年齢別にみると、それぞれ大きな変化は認められ
ず、男は約６００万円、女はマイナス９００万円程度で
ある。したがって、その差も年齢による変動はほ
とんどなく、１５００万円年程度である。これは５年
間であるので、年間３００万円程度になる。本来、男
女の生涯余剰に差があるはずはないとすれば、所
得の中に含まれていない家事に対する帰属所得が
年間３００万円程度とすれば、つじつまが合うのでは
ないか。これは、今後の検討課題である。

（２－２）人口移動による余剰・過去余剰・将来
余剰・生涯余剰：女

　以上の１人当たりデータに、人口純転入数を乗
じて求めた、人口移動による余剰・過去余剰・将
来余剰・生涯余剰を図１１に示す。人口純転入がマ
イナスの若い世代は、過去余剰もマイナスである
ので、マイナス×マイナスとなって、大きなプラ
スとなる。それにつれて、生涯余剰も過去余剰の
影響を大きく反映している。
　これより、都道府県別に年齢計を求め、大きい
順に並べたのが、図１２である。

（２－３）人口純転入と余剰・過去余剰・将来余
剰・生涯余剰の関係：女

　女について、人口純転入と余剰・過去余剰・将
来余剰・生涯余剰の関係を示したのが図１３・図
１４・図１５・図１６である。余剰・過去余剰はほぼ右
下がりであり、将来余剰も東京都を例外として、
ほぼ右下がりである。注意すべきは、図１６である。
女は、男と違って、純転入が多いほど、生涯余剰
が小さい。これは、生涯余剰がどの年齢について
もマイナスで、大きな変動がないからである。

３　男女計についての推計結果
　男女計は男と女の合計である。図１７は余剰・過
去余剰・将来余剰・生涯余剰であるが、これは、
男女の合計であるから、プラスにもマイナスにも、
増幅されている。
　これより、都道府県別に年齢計を求め、大きい
順に並べたのが、図１８である。
　また、男女計について、人口純転入と余剰・過
去余剰・将来余剰・生涯余剰の関係を示したのが
図１９・図２０・図２１・図２２である。男女計はいずれ
も、どちらかといえば、男のパターンに近い。と
くに、図２２は、男の図９と女の図１６とを比べてみ
ると、全体としては男に近く、右下がり傾向であ
るが、直線的とは言い難く、ばらつきが大きく
なっている。
　いずれにせよ、はじめに指摘したように、男女
別の相違が大きいので、それぞれ別に検討される
べきであり、その合計である男女計では、男女の
傾向が相殺される場合があるので、注意を要する。
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図１　平成７～１２年余剰・過去余剰・将来余剰・生涯余剰（１人当たり）（広島県・男）

図２　平成７～１２年余剰・過去余剰・将来余剰・生涯余剰（広島県・男）

図３　平成７～１２年余剰・過去余剰・将来余剰・生涯余剰（東京都・男）
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図５–２　平成７～１２年余剰（百億円）男

図４　平成７～１２年余剰・過去余剰・将来余剰・生涯余剰（大阪府・男）

図５–１　平成７～１２年人口純転入数（万人）男

図５–３　平成７～１２年過去余剰（百億円）男
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図５–４　平成７～１２年将来余剰（百億円）男

図６　平成７～１２年人口純転入と余剰

（男）

図７　平成７～１２年人口純転入と過去余剰

（男）

図５–５　平成７～１２年生涯余剰（百億円）男



― ―16

図１０　平成７～１２年余剰・過去余剰・将来余剰・生涯余剰（１人当たり）（広島県・女）

図１１　平成７～１２年余剰・過去余剰・将来余剰・生涯余剰（広島県・女）

図８　平成７～１２年人口純転入と将来余剰 図９　平成７～１２年人口純転入と生涯余剰

（男） （男）
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図１２－２　平成７～１２年余剰（百億円）女

図１２－１　平成７～１２年人口純転入数（万人）女

図１２－４　平成７～１２年将来余剰（百億円）女

図１２－３　平成７～１２年過去余剰（百億円）女

図１２－５　平成７～１２年生涯余剰（百億円）女
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図１７　平成７～１２年余剰・過去余剰・将来余剰・生涯余剰（広島県・男女計）

図１４　平成７～１２年人口純転入と過去余剰

（女）

（女）

図１５　平成７～１２年人口純転入と将来余剰 図１６　平成７～１２年人口純転入と生涯余剰

（女）

（女）

図１３　平成７～１２年人口純転入と余剰
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図１８－１　平成７～１２年純転入（万人）男女計

図１８－２　平成７～１２年余剰（百億円）男女計

図１８－３　平成７～１２年過去余剰（百億円）男女計

図１８－４　平成７～１２年将来余剰（百億円）男女計

図１８－５　平成７～１２年生涯余剰（百億円）男女計



４．おわりに

　以上のように、都道府県を単位として、平成７
～１２年における地域間人口移動が地域の余剰（所
得－消費）、過去余剰、将来余剰、生涯余剰へ与え
る効果について、その推計方法と資料を説明し、
それに基づく推計結果を示した。しかしながら、
これは、はじめに述べたように、試論的推計であ
り、幾多の検討すべき点がある。男女計の労働所
得を男女別に分割する方法、それを都道府県別に

変換する方法、男女の消費を同一とする点、当初
の労働所得を所得にする方法、利子率による補正
方法、平成１６年データを平成７～１２年平均データ
に変換する点、など種々検討の余地がある。これ
らについては、今後検討を重ねたい。
　本稿は試論的なものであるが、種々の方向に発
展させる可能性をもっているように思われる。そ
の１つは、消費のうちの公的消費について、上記
と同様の方法で推計・分析し、他方、所得から支
払われる租税を推計し、その差としての、公的余
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図２０　平成７～１２年人口純転入と過去余剰

（男女計）

図１９　平成７～１２年人口純転入と余剰

（男女計）

図２２　平成７～１２年人口純転入と生涯余剰

（男女計）

図２１　平成７～１２年人口純転入と将来余剰

（男女計）



剰を求める。それと人口移動を乗じて、人口移動
がもたらす公的消費、租税、公的余剰への効果を
推計する。そうすれば、これは、地域間財政調整
の１つの根拠となり得るのではなかろうか。もと
より、これは１つの根拠であり、地域間厚生格差
の是正という社会保障的根拠を否定するものでは
ない。
　筆者の実感では、地域盛衰の根源は種々あるが、
中でも人口移動が最も重要であると思われる。明
治以来の日本の地域の盛衰は、田舎の衰退と都市
の隆盛であるとみることができようが、それは、
田舎から都市への資金を含む富の移動、とりわけ
人口移動が、田舎の富をもって都市へ流出したに
も関わらず、その見返り・補償を十分に行ってこ
なかった結果であるといえないであろうか。ただ

し、この人口移動は、全体としての日本の生産性
を高め、日本を全体として豊かにさせたと考えら
れるので、その人口移動に国全体としての合理的
根拠があったことは否定できない。しかし、それ
を認めた上でなお、地域間の富の移動の補償が十
分であったか否かは別に論じられるべきことであ
る。もとより、地域間人口移動の補償を十分に
行った後に、なお、国全体として豊かになること
が可能であったか否か、すなわち地域間格差なし
には国全体として豊かになることはできなかった
のではないか、という推論を否定することはでき
ず、それもまた検討に値する課題である。
　大方のコメントを頂くことができれば幸甚であ
る。

（２００９．０１．３０）
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Inter-regional Migration and Movement of 
Economic Power

YOSHIMURA, Hiroshi
Graduate School of Social System Studies, The University of Kitakyushu

Abstract

　The aim of this paper is to estimate the effects of inter-regional (prefectural) migration on the surplus, 
past surplus, future surplus and whole life surplus of prefectures based on 1995–2000 data in Japan. The 
surplus is the difference between income and consumption at the respective age, the past surplus at some 
age is the total of surpluses from the birth to the previous one of the age, the future surplus at some age 
is the total of surpluses from the age to the death age, and the whole life surplus at some age is the total 
of the past surplus and the future surplus. Here, the future surplus is discounted and the past surplus is 
amplified by the interest rate respectively. The future surplus is also discounted by the survival rate at re-
spective age. Therefore the surpluses may be plus or minus. 
　According to estimation, per capita surpluses are different very much owing to the age and sex, and the 
inter-prefectural migration is also different with grate degree owing to the age. Then we are able to indi-
cate that the inter-prefectural migration has the grate effects with plus or minus on surpluses of the region.

Keywords: inter-regional migration, movement of economic power, surplus, past surplus, future surplus, 
whole life surplus


